


















































































































われ、「人たるに値する生活」（労基法 1 条 1 項）を困難なほどに劣悪な勤務条
件を強いられている臨時・非常勤職員に、ディーセントな労働関係を媒介とし




















































職員」も含めている（地公災法 2 条 1 項 1 号、地共済法 2 条 1 項 1 号）。それ
らは、「正規の職員に準じる者（以下、「常勤に準ずる者」）（同法施行令 2 条 5
号）と定め（ 2 条 1 項 1 号括弧書き）、地公法の「福祉を受ける権利」の均等
取扱い原則（地公法13条）（34）が妥当する範囲を比較的緩やかに定めている。さ
らに、地公災法及び地共済法は一般職も特別職も適用対象に包含している（地
















































































































地自法に「常勤」・「非常勤」の基準を定め（地公法22条の 2 第 1 項、地自法
203条の 2 第 1 項・204条）、 4 分の 3 の勤務時間をフルタイムとして扱うので
はなく、正規の職員と同一の勤務時間
4 4 4 4 4 4 4
を基準に「フルタイム」を画定する。総













　2017年改正は、一方で、フルタイム会計年度任用職員（地公法22条の 2 第 1
項 2 号）を、任期付きであるが「フルタイム」勤務であることから、地自法





























が乏しいとされ（57）、被保険者ではない（ 4 条 1 項、 6 条 6 号・同法施行規則 4
条）。なお、特別職（地公法 3 条 3 項 3 号）は退職手当を定める地公法の適用
が除外されるため（ 4 条 1 項及び 2 項）、雇用保険法の適用対象者である。
　一方、退職手当の支給対象ではない一般職の非常勤職員も、一週間の所定労






































と整理されるため、フルタイム会計年度任用職員（改正22条の 2 第 1 項 2 号）
はこれらの法令の適用対象者であるが、パートタイム会計年度任用職員（改正





である（地公災法 2 条 1 号、施行令 1 条 1 項 2 号）（67）。これらのⅰ）からⅲ）
の要件に（Ⅰ 2 （ 2 ）①参照）、任用期間の一定の継続性が定められ、かつⅱ）








ら、「 4 分の 3 」の基準により判断すれば、常勤職員と全く同一の勤務時間で
ない職員にも、地公災法 2 条 1 項 1 号が適用される。しかも、上述の人事院規








員」と捉えられる一方（地公災法 2 条 1 号、施行令 1 条 1 項 2 号）、例えば週
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者を使用する事業」の適用事業としつつ（ 3 条 1 項）、「国の直営事業及び官公
署の事業（労基法別表第一に掲げる事業を除く。）」を適用除外と定める（ 3 条
2 項）。したがって、水道事業や鉄道事業などの職員、単純労務職員（学校給
食調理員や学校用務員など）（労災法 3 条 2 項、労働基準法別表 1 、以下「現













常勤職員に地公災法も適用されない一方、労災法も適用されない（ 3 条 2 項）。
このような非常勤職員の公務災害は、条例により補償される（地公災69条 1
項）。その際には、「地公災法及び労災法の定める制度と均衡を失したもので
あってはならない（地公災69条 3 項）。問題は、 1 つに、条例に基づく災害補
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　会計年度任用職員のうち、地公共済組合法の適用対象の「職員」に該当しな
い勤労者への医療・年金法は、次の 2 つに区別される。 1 つには、厚年法・健
保法の適用対象者になる（厚年 9 条、健保 3 条）。その要件は、勤務時間が常




の 4 分の 3 未満で、次の条件をみたすことである。それは、ⅰ）週所定労働時
間が20時間以上であること、ⅱ）賃金の月額が8．8万円以上であること、ⅲ）
雇用期間が 1 年以上見込まれること、ⅳ）学生でないことである（厚生年法12
条 5 号、健保 3 条 1 項 9 号）。
　労働者は、使用される者として、厚生年金保険及び健康保険の適用対象とな
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　 2 つに、一定期間の継続勤務（地公災法 2 条 1 項 1 号、地共済法 2 条 1 項 1
号、地公育児法 2 条及び地共済法53条 1 項10の 2 号）又はその見込みが社会保






























究会報告書」（平成28年12月27日）によると、2005年 4 月 1 日に45万6000人が2016年 4
月 1 日に約64万5000人であり（ 2 頁、参考資料 2 の 3 頁）、地方公務員の勤務時間をみ
ると、フルタイムが約20万2，000人、常勤職員の勤務時間の 4 分の 3 を超え、フルタイ





（ 3 ）　憲法15条 2 項が想定する公務員像については、晴山一穂「非常勤職員制度の憲法的限
界―戦後公務員法制における非常勤職員の位置をふまえて」『労働法律旬報』1929号
（2019年）38頁が詳しい。







（ 7 ）　公務員の種類について、晴山一穂「公務員の種類と公務員法制」『行政法の争点（ 3
版）』（2004年）170頁以下。
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（11）　「不適切なインセンティブ」の多面的な検討については、Waltermann Abschied vom 
Normalarbeitsverhältnis? Welche arbeits- und sozialrechtlichen Regelungen empfehlen sich im 
Hinblick auf die Zunahme neuer Beschäftigungsformen und die wachsende Diskontinuität von 
Erwerbsbiographien? - Gutachten B zum 68. Deutschen Juristentag ［DJT］, 2010; ders, 
Armutsfeste Altersvorsorge durch Versicherung?, SGb 2013, 433, 437がある。また、労働が就
労期及び高齢期にもたらす「収益」の考え方については、Waltermann, Aktuelle Trendenzen 
im Niedriglohnsektor und in atypischer Beschäftigung-Konzeptionelle Fragen mit Blick auf den 






（14）　ドイツでの議論については、Waltermann, a.a.O., DJT, S.B69参照。
（15）　Schlegel, Arbeits- und sozialrechtliche Rahmenbedingungen für die Bewältigung des 
demografischen Wandels in Deutschland, NZS 2017, 241 ff..
（16）　西谷敏『労働法［第 2 版］』（日本評論社、2013年）45頁。
（17）　駒村康平「総論　高齢者向け所得保障制度の課題―公的年金と生活保護を中心として
―」『年金と経済』37巻 3 号（2018年）12頁以下。上田真理、前掲注 6 論文、176頁。
（18）　駒村康平、前掲論文、 6 頁。高齢期の受給額をみると、全体で平均年金額が2015年度
末で14．5万円、男性は16．6万円、女性は10万円であり、しかも厚生年金の分布は幅広く












生古稀記念論集 上』（日本評論社、2013年）38頁以下。西谷敏、前掲注 5 書、188頁以下。
（26）　上林陽治、前掲書、51頁以下。
（27）　Waltermann, a.a.O., S. B104; Ruland, Die Rentenpolitik vor schwierigen Entscheidungen - Der 
Koalitonsvertrag und die rentenpolitischen Notwendigkeiten, DRV 2018，1,18. 上田真理、前掲
注 6 論文、137頁以下。










し、注目される（さしあたりフリーランスの医師について、BSG Urt.v.4．6.2019, NZS 
2019，785ff.. 救急救命医について LSG, Porten, Zur Sozialversicherungspflicht von ärztlichen 
“Freelancern” im Rettungsdienst, NZS 2016, 456ff..また介護職についても、BSG Urt.v.7．6.2019,B 
12 KR 8 /18 R）。日本でも医療・福祉職の業務委託契約による働き方の労働者性が争わ
れている。肯定例として、多摩シルバー事件・東京高判平成23年 5 月12日判例地方自治












（日経2020年 1 月 8 日）。これらの検討は他日を期したい。







26年 7 月 4 日）。





























アル（第 2 版）』（平成30年10月） 1 頁。2017年改正により、他にも、臨時的任用職員












である職員が多く（男性184人の 8 割以上、女性520人の約 3 割）、 6 割の非正規職員は
生活が苦しいとする（33頁以下）。





























113条 2 項、厚年82条 5 項）の節約を誘発する（Ⅲ 2 （ 2 ）参照））。
102
非正規公務員と社会保障法〔上田　真理〕
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